
名古屋家庭裁判所
事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手

第１ ５５項
不在者財産管理
人選任

不在者の従来の住
所地又は居住地（法
145）

①不在者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②不在者の戸籍附票
③不在者財産管理人候補者の住民票又は戸籍附票（弁護士、司法書士の場合は、原則不要）
④不在の事実を証する資料（不在者の捜索願受理証明書、宛所に尋ね当たらないとの理由で返戻さ
れた不在者宛ての手紙等）
⑤不在者の財産目録(負債を含む）
⑥不在者の財産に関する資料（不動産登記事項証明書（未登記の場合、固定資産評価証明書）、預
貯金及び有価証券の残高が分かる書類（通帳写し、残高証明書等）、負債に関する資料等）
⑦申立人の利害関係を証する資料（戸籍謄本（全部事項証明書）、賃貸借契約書、金銭消費貸借契
約書等）（申立人が法人の場合、資格証明書）
⑧遺産分割目的の場合、相続人の範囲を明らかにするために必要な戸籍（全部事項証明書）等、相
続関係図（作成可能な場合）、相続人が相続放棄・限定承認をしている場合、各申述受理証明書。

★⑧について、法定相続情報一覧図の写しを提出する場合は、原則として、同一覧図に記載された
方の戸籍謄本、除籍謄本及び改製原戸籍謄本の提出は必要ありません。ただし、裁判官の判断に
より、追加書類の提出をお願いすることがあります。
《法定相続情報証明制度については法務局ウェブサイトをご覧ください。》

不在者１名に
つき
８００円

３５０円×５
１００円×５
８４円×１０
１０円×２０
合計３２９０円

第１ ５５項
不在者財産管理
人の権限外行為
許可

不在者の従来の住
所地又は居住地（法
145）

①権限外行為となる事項の資料（遺産分割の場合は遺産分割協議書案、相続人の範囲を明らかに
するために必要な戸籍謄本等、相続関係図（作成可能な場合）、相続人が相続放棄・限定承認をして
いる場合、各申述受理証明書（ただし、不在者財産管理人選任申立て時に提出済みの場合は不要。
また、法定相続情報一覧図の写しを提出する場合の戸籍謄本等は、被相続人の死亡の記載がある
戸籍等及び相続人の現在戸籍等で足りる。）。不動産売却の場合は売買契約書案、不動産の評価
に関する資料、買主の住民票（個人）又は資格証明書（法人）

不在者１名に
つき
８００円

８４円×１
１０円×１
合計９４円
（ただし、審判書謄本
を裁判所で受領希望
の場合は不要）

第１ ５５項
不在者財産管理
人に対する報酬付
与

不在者の従来の住
所地又は居住地（法
145）

①不在者財産管理人の管理状況報告書、財産目録、不在者の財産に関する資料（通帳写し等）、管
理費用（立替金）明細書

不在者１名に
つき
８００円

８４円×１
（ただし、審判書謄本
を裁判所で受領希望
の場合は不要）

第１ ５６項 失踪宣告
不在者の従来の住
所地又は居住地（法
148Ⅰ）

①失踪者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②失踪者の戸籍附票
③失踪を証する資料（不在者の捜索願受理証明書、返戻された不在者宛ての手紙等）
④申立人の利害関係を証する資料（親族関係であれば戸籍謄本（全部事項証明書）） 不在者１名に

つき
８００円

５００円×２
３５０円×８
１００円×１
８４円×２０
１０円×１０
２円×１０

合計５７００円

種別

申立添付書類等一覧表(家事受付センター）
        ※ 収入印紙・郵便切手は裁判所では販売していません。あらかじめ郵便局等で購入してください。
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ５７項 失踪宣告取消し
失踪者の住所地（法
149Ⅰ）

①失踪者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②失踪者の戸籍附票
③失踪者の写真（正面全体、顔正面、顔両側面）４枚程度
④申立人が失踪者以外の場合、申立人の利害関係を証する資料（親族関係であれば戸籍謄本（全
部事項証明書））

不在者１名に
つき
８００円

５００円×２
３５０円×２
１００円×１
８４円×１０
１０円×１０
２円×１０

合計２７６０円

第１ ５８項
財産の管理者の
変更

夫又は妻の住所地
（法150②）

※もし、申立前に入手が不可能な住民票等がある場合は、その住民票等は、申立後に追加提出す
ることでも差し支えありません。
①夫婦の戸籍謄本（全部事項証明書）
②申立人の住民票又は戸籍附票
③相手方の住民票又は戸籍附票
④夫婦財産契約登記簿謄本（登記事項証明書）
⑤不動産登記事項証明書（未登記の場合は固定資産評価証明書）

申立書ごとに
８００円

５００円×４
１００円×２
８４円×１２
１０円×１５

合計３３５８円

第１ ５９項
特別代理人選任
（嫡出否認の訴え
についてのもの）

子の住所地（法159
Ⅰ）

①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②子の戸籍謄本（全部事項証明書）（出生届未了の場合、子の出生証明書写し及び母の戸籍（除
籍）謄本（全部事項証明書）が必要）
③特別代理人候補者の住民票又は戸籍附票

子１名につき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円

第１ ６０項 子の氏変更許可

子（複数の子の申立
てについては、その
うちの１人）の住所
地（法160Ⅰ）

①申立人（子）の戸籍謄本（全部事項証明書）
②父・母の戸籍謄本（全部事項証明書）（離婚の場合、離婚の記載のあるもの）

子１名につき
８００円

８４円×１

第１ ６１項 養子縁組許可
養子となるべき者の
住所地（法161Ⅰ）

①申立人（養親となる者）の戸籍謄本（全部事項証明書）
②未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書）
③未成年者が１５歳未満の場合、代諾者の戸籍謄本（全部事項証明書） 養子となる者

１名につき
８００円

８４円×１０
１０円×５

合計８９０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ６２項
離縁許可（死後離
縁）

申立人の住所地（法
162Ⅰ）

①養親の戸籍（又は除籍）謄本（全部事項証明書）
②養子の戸籍（又は除籍）謄本（全部事項証明書）
③生存養子が１５歳未満であるときに離縁後その法定代理人となるべき者による申立ての場合は、
その申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）

養子又は亡
養子１名につ
き
８００円
（ただし、亡養
親又は養親
が２名の場合
は、１６００
円）

５００円×２
１００円×１
８４円×８
１０円×１０
２円×５

合計１８８２円

（養父母による申立て
又は離縁後養子の法
定代理人になるべき
者２名による申立ての
場合）
５００円×４
１００円×２
８４円×８
１０円×１５
２円×１０

合計３０４２円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

家事
雑

【養親となるべき者
の申立てによる】
特別養子適格の
確認
※第１段階の審判
申立て

養親となるべき者の
住所地（164の2Ⅱ）

①養子となるべき者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②養子となるべき者の父母（養父母を含む）の戸籍謄本（全部事項証明書）

★特別養子縁組の成立審判の申立て（第２段階の審判の申立て）を同時に行う必要がある。

不要

５００円×８
３５０円×２
１００円×４
８４円×１０
１０円×２０
２円×１０
合計６１６０円

第１ ６３項

特別養子縁組の
成立
※第２段階の審判
申立て

養親となるべき者の
住所地（164Ⅰ）

（養親となるべき者が第１段階の確認審判と同時に申し立てる場合）
①申立人らの戸籍謄本

（児童相談所長申立ての第１段階の確認審判を利用して申し立てる場合）
①申立人らの戸籍謄本
②第１段階確認の審判の確定証明書（ただし、当庁で係属していた場合は不要）

★養親となるべき者が申立てをする場合には、特別養子適格の確認審判の申立て（第１段階の審判
の申立て）と同時に行う必要がある。
★児童相談所長の申立てによる特別養子適格の確認審判（第１段階の確認審判）の確定後６か月ま
でに申立てをする必要がある（164Ⅱ）。

養子となるべ
き者１名につ
き
８００円

５００円×４
３５０円×４
１００円×２
８４円×１０
１０円×２０
２円×１０
合計４６６０円

第１
１２８の
３項

【児童相談所長に
よる】
特別養子適格の
確認
※第１段階の審判
の申立て

児童の住所地（234）

①養子となるべき者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②養子となるべき者の父母（養父母を含む）の戸籍謄本（全部事項証明書）
③児童相談所長の在職証明書写し

養子となるべ
き者１名につ
き
８００円

５００円×６
１００円×２
８４円×１０
１０円×２０
２円×１０

合計４２６０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ６４項
特別養子縁組の
離縁

養親の住所地（165
Ⅰ）

①養親の戸籍謄本（全部事項証明書）
②養子の戸籍謄本（全部事項証明書）
③養子の実父母の戸籍謄本（全部事項証明書）

養子１名につ
き
８００円

（養親複数の場合）
５００円×６
１００円×５
８４円×２０
１０円×２０
２円×１０

合計５４００円

（養親１名の場合）
５００円×４
１００円×４
８４円×２０
１０円×１５
２円×１０

合計４２５０円

第１ ６５項

特別代理人選任
（親権者と未成年
者との利益相反行
為）

子の住所地（法167）

①未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②親権者の戸籍謄本（全部事項証明書）
③利害関係人からの申立ての場合、利害関係を証する資料（戸籍謄本（全部事項証明書）等）
④特別代理人候補者の住民票又は戸籍附票
⑤利益相反等に関する資料
　【遺産分割協議の場合】
　　  遺産分割協議書案、不動産登記事項証明書、固定資産評価証明書、預貯金の残高証明書又
　 は通帳等の写し、株式の残高証明書（基準価格が分かるものも含む）、その他遺産の評価が分
　 かるもの等
　【抵当権設定の場合】
　　  契約書案（抵当権設定契約、金銭消費貸借契約、抵当権者が保証会社の場合は、保証委託契
　 約等）、　不動産登記事項証明書
　【根抵当権設定の場合】
　　  契約書案（根抵当権設定契約、基本契約、金銭消費貸借契約、根抵当権者が保証会社の場合
　 は、保証委託契約等）、不動産登記事項証明書
⑥特別代理人候補者の承諾書

未成年者１名
につき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円
（未成年者が１５歳以
上の場合、８４円×２
を追加）
（未成年者が１名増え
るごとに８４円×２を追
加）
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ６６項
第三者が子に与え
た財産の財産管理
者の選任

子（複数の子につい
ての申立ては、その
うちの１人）の住所
地（法167）

①子の戸籍謄本（全部事項証明書）
②親権者の戸籍謄本（全部事項証明書）
③財産管理人候補者の住民票又は戸籍附票
④契約書写し又は遺言書写し（又は遺言書の検認調書謄本の写し）

子１名につき
８００円

８４円×１０
１０円×５

合計８９０円

第１
６７項
６８項

親権の喪失、停止
又は管理権の喪
失及びその取消し

子の住所地（法167）

①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②親権者の戸籍謄本（全部事項証明書）
③未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書）

子１名につき
８００円
（ただし、親権
者２名の場合
は、１６００
円）

子の人数にかかわら
ず
親権者１名の場合
５００円×２
３５０円×２
１００円×２
８４円×２０
１０円×２０
２円×１０

合計３８００円

親権者２名の場合
５００円×４
３５０円×２
１００円×５
８４円×２０
１０円×２０
２円×１０

合計５１００円

第１ ６９項
親権又は管理権を
辞し、又は回復す
るについての許可

子の住所地（法167）

①未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）

子１名につき
８００円
（ただし、親権
者２名の場合
は、１６００
円）

８４円×１０
１０円×５

合計８９０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ８４項 扶養義務の設定
扶養義務者となるべ
き者の住所地（法1８
２Ⅰ）

①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）

扶養権利者１
名につき
８００円

５００円×２
８４円×５
１０円×１０
２円×５

合計１５３０円

第１ ８５項
扶養義務の設定
の取消し

扶養義務の設定の
審判をした家庭裁判
所（法1８２Ⅱ）

①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）

扶養権利者１
名につき
８００円

５００円×２
８４円×５
１０円×１０
２円×５

合計１５３０円

第１ ８６項
推定相続人の廃
除

被相続人の住所地
（法188Ⅰ本文）

【被相続人の死亡
後】
相続が開始した地
(法188Ⅰただし書）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍等がある場合は、その戸籍等は、申立後に追加提出すること
でも差し支えありません。
①生前の場合、申立人（被相続人）の戸籍謄本（全部事項証明書）
②遺言による場合、遺言者の死亡が記載された戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
③廃除を求める推定相続人の戸籍謄本（全部事項証明書）
④遺言による場合、遺言書写し又は遺言書の検認調書謄本の写し
⑤遺言による場合で家庭裁判所の審判により選任された遺言執行者が申し立てる場合、遺言執行
者選任の審判書謄本
⑥廃除原因を証する資料

推定相続人１
名につき
８００円

５００円×４
１００円×１
８４円×１０
１０円×２０
２円×１０

合計３１６０円

第１ ８７項
推定相続人の廃
除の審判の取消し

被相続人の住所地
（法188Ⅰ本文）

【被相続人の死亡
後】
相続が開始した地
(法188Ⅰただし書）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍等がある場合は、その戸籍等は、申立後に追加提出すること
でも差し支えありません。
①生前の場合、申立人（被相続人）の戸籍謄本（全部事項証明書）
②遺言による場合、遺言者の死亡が記載された戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
③廃除された推定相続人の戸籍謄本（全部事項証明書）
④遺言による場合、遺言書写し又は遺言書の検認調書謄本の写し
⑤遺言による場合で家庭裁判所の審判により選任された遺言執行者が申し立てる場合、遺言執行
者選任の審判書謄本

排除された推
定相続人１名
につき
８００円

５００円×４
１００円×１
８４円×１０
１０円×２０
２円×１０

合計３１６０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ８８項

推定相続人廃除
の審判又はその取
消しの審判の確定
前の遺産の管理に
関する処分

推定相続人の廃除
の審判事件又は推
定相続人の廃除の
審判の取消しの審
判事件が係属して
いる家庭裁判所（そ
の審判事件が係属
していない場合に
あっては相続が開
始した地を管轄する
家庭裁判所、その
審判事件が抗告裁
判所に係属している
場合にあってはその
裁判所）(法189Ⅰ）

①被相続人の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
②遺産管理人候補者の住民票又は戸籍附票
③遺産目録
④利害関係人からの申立ての場合、利害関係を証する資料

被相続人１名
につき
８００円

８４円×１０
１０円×５

合計８９０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ８９項
相続の承認又は
放棄の期間の伸
長

相続が開始した地
（法201Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍等がある場合は、その戸籍等は、申立後に追加提出すること
でも差し支えありません。
【共通】
①被相続人の住民票除票又は戸籍附票
②利害関係人からの申立ての場合、利害関係を証する資料（親族の場合、戸籍謄本（全部事項証明
書）等）
③伸長を求める相続人の戸籍謄本（全部事項証明書）

【配偶者又は第一順位相続人（子及びその代襲者）に関する申立ての場合】
④被相続人の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑤代襲者（孫、ひ孫等）の場合、被代襲者（本来の相続人）の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原
戸籍）謄本（全部事項証明書）

【第二順位相続人（直系尊属）に関する申立ての場合（先順位相続人等から提出済みのものは添付
不要）】
④被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑤被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生
時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑥死亡している直系尊属（伸長を求める相続人より下の代の直系尊属に限る（例：相続人が祖父の
場合、父母））がある場合、その直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部
事項証明書）
　
【第三順位相続人（兄弟姉妹及びその代襲者としてのおいめい）に関する申立ての場合（先順位相続
人等から提出済みのものは添付不要）】
④被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑤被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生
時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑥被相続人の直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑦代襲者（おいめい）が伸長を求める場合、被代襲者（本来の相続人）の死亡の記載のある戸籍（除
籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

★法定相続情報一覧図の写しを提出する場合は、原則として、同一覧図に記載された方の戸籍謄
本、除籍謄本及び改製原戸籍謄本の提出は必要ありません。ただし、裁判官の判断により、追加書
類の提出をお願いすることがあります。
《法定相続情報証明制度については法務局ウェブサイトをご覧ください。》

期間伸長の
対象となる相
続人１名につ
き
８００円

８４円×３
１０円×３

合計２８２円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ９０項

（相続人による遺
産の管理が困難な
場合等の）相続財
産管理人選任

相続が開始した地
（法201Ⅰ）

【共通】
①被相続人の住民票除票又は戸籍附票
②被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
③相続人全員の戸籍謄本（全部事項証明書）
④被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生
時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑤相続財産管理人候補者の住民票又は戸籍附票（弁護士、司法書士の場合は、原則不要）
⑥相続人が相続放棄・限定承認をしている場合、各申述受理証明書　⑦相続関係図（作成可能な場
合）
⑧相続財産の目録（負債を含む）
⑨被相続人の財産に関する資料（不動産登記事項証明書（未登記の場合、固定資産評価証明書）、
預貯金及び有価証券の残高が分かる書類（通帳写し（通帳表紙、表紙裏の見開き、死亡日から３か
月前以降の入出金の履歴部分、定期預貯金の部分）、残高証明書等）、負債に関する資料等）
⑩申立人の利害関係を証する資料（戸籍謄本（全部事項証明書）、後見登記事項証明書、賃貸借契
約書、金銭消費貸借契約書等）（申立人が法人の場合、資格証明書）

【相続人が（配偶者と）第二順位相続人（直系尊属）に関する申立ての場合】
⑪死亡している直系尊属（相続人と同じ代及び下の代の直系尊属に限る（例：相続人が祖母の場
合、父母と祖父））がある場合、その直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全
部事項証明書）

【相続人が配偶者のみの場合又は（配偶者と）第三順位相続人（兄弟姉妹及びその代襲者としての
おいめい）の場合】
⑫被相続人の父母の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証
明書）
⑬被相続人の直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑭被相続人の兄弟姉妹で死亡している者がある場合、その兄弟姉妹の出生時から死亡時までのす
べての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑮代襲者としてのおいめいで死亡している者がある場合、そのおいめいの死亡の記載のある戸籍
（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
　
★法定相続情報一覧図の写しを提出する場合は、被相続人の死亡の記載のある戸籍等を除き、原
則として、同一覧図に記載された方の戸籍謄本、除籍謄本及び改製原戸籍謄本の提出は必要あり
ません。ただし、裁判官の判断により、追加書類の提出をお願いすることがあります。
《法定相続情報証明制度については法務局ウェブサイトをご覧ください。》

被相続人１名
につき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ９１項
相続の限定承認
又は放棄の取消し
の申述の受理

相続が開始した地
（法201Ⅰ）

申立ての段階では、特になし
申述人１名に
つき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円

第１ ９２項
相続の限定承認
の申述の受理

相続が開始した地
（法201Ⅰ）

※同一の被相続人についての相続の承認・放棄の期間伸長事件又は相続放棄申述受理事件が先
行している場合、原則として、同事件で提出済みのものは不要です。もし、申立前に入手が不可能な
戸籍等がある場合は、その戸籍等は、申立後に追加提出することでも差し支えありません。
【共通】
①被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
②被相続人の住民票除票又は戸籍附票
③申述人全員の戸籍謄本（全部事項証明書）
④被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生
時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑤被相続人の財産目録

【申述人が（配偶者と）第二順位相続人（直系尊属）の場合】
⑥死亡している直系尊属（相続人と同じ代及び下の代の直系尊属に限る（例：相続人が祖母の場
合、父母と祖父））がある場合、その直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全
部事項証明書）
　
【申述人が配偶者のみの場合又は（配偶者と）第三順位相続人（兄弟姉妹及びその代襲者としての
おいめい）の場合】
⑥被相続人の父母の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証
明書）
⑦被相続人の直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑧死亡している兄弟姉妹がある場合、その兄弟姉妹の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除
籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑨代襲者としてのおいめいで死亡している者がある場合、そのおいめいの死亡の記載のある戸籍
（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

★法定相続情報一覧図の写しを提出する場合は、原則として、同一覧図に記載された方の戸籍謄
本、除籍謄本及び改製原戸籍謄本の提出は必要ありません。ただし、裁判官の判断により、追加書
類の提出をお願いすることがあります。
《法定相続情報証明制度については法務局ウェブサイトをご覧ください。》

被相続人１名
につき
８００円

８４円×（相続人数×
４）
１０円×（相続人数×
２）

第１ ９３項
限定承認の場合に
おける鑑定人の選
任

相続が開始した地
（法201Ⅰ）

①遺留分権利者が申し立てる場合、遺言者の死亡が記載された戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全
部事項証明書）
②遺留分権利者が申し立てる場合、申立人の戸籍謄本（全部事項証明書） 被相続人１名

につき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ９４項

限定承認を受理し
た場合における相
続財産の清算人
の選任

相続が開始した地
（法201Ⅰ）

①相続人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②被相続人の戸籍（除籍、改正原戸籍）謄本（全部事項証明書）

（以上は限定承認申立て時の資料を引用してもよい。）

被相続人１名
につき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ９５項
相続の放棄の申
述の受理

相続が開始した地
（法201Ⅰ）

※同一の被相続人についての相続の承認・放棄の期間伸長事件や相続放棄申述受理事件が先行
している場合、原則として、同事件で提出済みのものは不要です。もし、申立前に入手が不可能な戸
籍等がある場合は、その戸籍等は、申立後に追加提出することでも差し支えありません。
【共通】
①被相続人の住民票除票又は戸籍附票
②申述人の戸籍謄本（全部事項証明書）

【申述人が配偶者又は第一順位相続人（子及びその代襲者）の場合】
③被相続人の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
④申述人が代襲者（孫、ひ孫等）の場合、被代襲者（本来の相続人）の死亡の記載のある戸籍（除
籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

【申述人が第二順位相続人（直系尊属）の場合（先順位相続人等から提出済みのものは添付不要）】
③被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
④被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生
時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑤死亡している直系尊属（相続人より下の代の直系尊属に限る（例：相続人が祖母の場合、父母））
がある場合、その直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
　
【申述人が第三順位相続人（兄弟姉妹及びその代襲者としてのおいめい）の場合（先順位相続人等
から提出済みのものは添付不要）】
③被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
④被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生
時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑤被相続人の直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑥申述人が代襲相続人（おいめい）の場合、被代襲者（本来の相続人）の死亡の記載のある戸籍（除
籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

★法定相続情報一覧図の写しを提出する場合は、原則として、同一覧図に記載された方の戸籍謄
本、除籍謄本及び改製原戸籍謄本の提出は必要ありません。ただし、裁判官の判断により、追加書
類の提出をお願いすることがあります。
《法定相続情報証明制度については法務局ウェブサイトをご覧ください。》

申述人１名に
つき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ９６項
相続財産の分離に
関する処分

相続が開始した地
（法202Ⅰ①）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍等がある場合は、その戸籍等は、申立後に追加提出することでも差し支え
ありません。
【共通】
①事件本人（財産分離の対象となる者）の戸籍謄本（全部事項証明書）
②債権者が申立人の場合、債権関係を証する資料
③受遺者が申立人の場合、遺言書写し（又は遺言書の検認調書謄本の写し）（申立先の家庭裁判所に遺言書の
検認事件の記録が保存されている場合（検認から５年間保存）は添付不要）
④相続財産の目録

【事件本人が配偶者又は第一順位相続人（子及びその代襲者）の場合）（申立先の家庭裁判所に遺言書の検認
事件の記録が保存されている場合（検認から５年間保存）は添付不要】
⑤被相続人の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑥事件本人が代襲者（孫、ひ孫等）の場合、被代襲者（本来の相続人）の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原
戸籍）謄本（全部事項証明書）

【事件本人が第二順位相続人（直系尊属）の場合）（申立先の家庭裁判所に遺言書の検認事件の記録が保存さ
れている場合（検認から５年間保存）は添付不要】
⑤被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑥被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生時から死亡
時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑦死亡している直系尊属（相続人と同じ代及び下の代の直系尊属に限る（例：相続人が祖母の場合、父母と祖
父））がある場合、その直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

【事件本人が第三順位相続人（兄弟姉妹及びその代襲者としてのおいめい）の場合）（申立先の家庭裁判所に遺
言書の検認事件の記録が保存されている場合（検認から５年間保存）は添付不要】
⑤被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑥被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生時から死亡
時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑦被相続人の直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑧事件本人が代襲相続人（おいめい）の場合、被代襲者（本来の相続人）の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製
原戸籍）謄本（全部事項証明書）

★法定相続情報一覧図の写しを提出する場合は、原則として、同一覧図に記載された方の戸籍謄本、除籍謄本
及び改製原戸籍謄本の提出は必要ありません。ただし、裁判官の判断により、追加書類の提出をお願いすること
があります。
《法定相続情報証明制度については法務局ウェブサイトをご覧ください。》

被相続人１名
につき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ９７項
財産分離の請求
後の相続財産の
管理に関する処分

財産分離の審判事
件が係属している家
庭裁判所（法202Ⅰ

家庭裁判所が職権でなす審判であり、財産分離審判の申立人等に申立権はない。
上申書提出により、職権発動を促すのみ。

不要 不要

第１ ９８項
財産分離の場合に
おける鑑定人の選
任

財産分離の審判事
件が係属している家
庭裁判所（法202Ⅰ

被相続人１名
につき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円

第１ ９９項
相続人不存在の
場合における相続
財産清算人選任

相続が開始した地
（法203Ⅰ①）

①被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
②被相続人の父母の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証
明書）
③被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生
時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
④被相続人の直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑤被相続人の兄弟姉妹で死亡している者がある場合、その兄弟姉妹の出生時から死亡時までのす
べての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑥代襲者としてのおいめいで死亡している者がある場合、その者の死亡の記載のある戸籍（除籍、
改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑦相続人が相続放棄をしている場合、各申述受理証明書

⑪相続財産の目録（負債を含む）
⑫財産を証する資料（不動産登記事項証明書（未登記の場合は固定資産評価証明書）、預貯金及び
有価証券の残高が分かる書類（通帳写し（通帳表紙、表紙裏の見開き、死亡日から３か月前以降の
入出金の履歴部分、定期預貯金の部分）、残高証明書等）、負債に関する資料等）
⑬利害関係人からの申立ての場合、利害関係を証する資料（戸籍謄本（全部事項証明書）、後見登
記事項証明書、金銭消費貸借契約書等）（申立人が法人の場合、資格証明書）

★法定相続情報一覧図の写しを提出する場合は、被相続人の死亡の記載のある戸籍等を除き、原
則として、同一覧図に記載された方の戸籍謄本、除籍謄本及び改製原戸籍謄本の提出は必要あり
ません。ただし、裁判官の判断により、追加書類の提出をお願いすることがあります。
《法定相続情報証明制度については法務局ウェブサイトをご覧ください。》

被相続人１名
につき
８００円

１００円×２
８４円×８
１０円×５

合計９２２円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ ９９項

相続財産管理人
又は相続財産清
算人の権限外行
為許可

相続が開始した地
（法203Ⅰ①）

①権限外行為となる事項の資料（不動産の売却の場合は、売買契約書案、不動産の評価に関する
資料、買主の住民票（個人）又は資格証明書（法人）

被相続人１名
につき
８００円

８４円×１
１０円×１
合計９４円
（審判書謄本を裁判所
で受領希望の場合は
不要）

第１ ９９項
相続人捜索の公
告

相続が開始した地
（法203Ⅰ①）

①相続債権者・受遺者に対する請求の申出の官報公告の写し（既に提出されている場合は不要）

被相続人１名
につき
８００円

８４円×１

第１ ９９項

相続財産管理人
又は相続財産清
算人に対する報酬
付与

相続が開始した地
（法203Ⅰ①）

①相続財産管理人又は相続財産清算人の管理状況報告書、財産目録、相続財産に関する資料(通
帳写し等）、管理費用（立替金）明細書

被相続人１名
につき
８００円

８４円×１
（審判書謄本を裁判所
で受領希望の場合は
不要）

第１ １００項
相続人の不存在
の場合における鑑
定人の選任

相続人不存在の場
合の相続財産の管
理人又は清算人の
選任の審判をした家
庭裁判所（法203Ⅰ

①債権届出書の写し

被相続人１名
につき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円

第１ １０１項
特別縁故者に対す
る相続財産分与

相続が開始した地
（法203Ⅰ③）

①申立人の住民票又は戸籍附票
②申立人本人が作成した陳述書（時系列に沿って申立人と被相続人との特別の縁故関係について
詳述したもの）
③申立人と被相続人との特別の縁故関係を裏付ける資料（日記、手紙、写真、申立人と被相続人に
親族関係がある場合つながりの分かる戸籍謄本等）

申立人１名に
つき
８００円

５００円×４
１００円×２
８４円×５
１０円×２０

合計２８２０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ １０２項 遺言の確認

相続を開始した地
（法209Ⅰ）
ただし、遺言者の生
存中は、遺言者の
住所地（法209Ⅱ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍等がある場合は、その戸籍等は、申立後に追加提出すること
でも差し支えありません。
①遺言者の戸籍（除籍）謄本（全部事項証明書）
②立会証人の住民票又は戸籍附票
③遺言書写し
④遺言者生存中の場合、診断書
⑤立会証人以外が申立人の場合、利害関係を証する書類（親族の場合は戸籍謄本（全部事項証明
書）等）

確認の対象と
なる遺言ごと
に
８００円

５００円×２
１００円×１
８４円×８
１０円×５
２円×５

合計１８３２円

第１ １０３項 遺言書の検認
相続を開始した地
（法209Ⅰ）

【共通】
①遺言者の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
②相続人全員の戸籍謄本（全部事項証明書）
③遺言者の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生時
から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

【相続人が（配偶者と）第二順位相続人（直系尊属）の場合】

合、父母と祖父））がある場合、その直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全
部事項証明書）
　
【相続人が不存在の場合、配偶者のみの場合又は（配偶者と）第三順位相続人（兄弟姉妹及びその
代襲者としてのおいめい）の場合】

書）

籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

★法定相続情報一覧図の写しを提出する場合は、原則として、同一覧図に記載された方の戸籍謄
本、除籍謄本及び改製原戸籍謄本の提出は必要ありません。ただし、裁判官の判断により、追加書
類の提出をお願いすることがあります。
《法定相続情報証明制度については法務局ウェブサイトをご覧ください。》

検認の対象と
なる遺言書
（ただし、封書
の場合は封
書）１通につ
き
８００円

（関係人数が３名以下
の場合）
８４円×（関係人数×
２）

（関係人数が４名以上
の場合）
８４円×（関係人数＋
３）

第１ １０４項 遺言執行者選任
相続を開始した地
（法209Ⅰ）

①遺言者の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）（申立先の家庭裁
判所に遺言書の検認事件の記録が保存されている場合（検認から５年間保存）は添付不要）
②遺言執行者候補者の住民票又は戸籍附票
③遺言書写し又は遺言書の検認調書謄本の写し（申立先の家庭裁判所に遺言書の検認事件の記
録が保存されている場合（検認から５年間保存）は添付不要）
④利害関係を証する資料（親族の場合、戸籍謄本（全部事項証明書）等）
⑤遺言書により遺言執行者に指定された者が就任辞退をしたことを理由とする申立ての場合、同人
から相続人に対する就任辞退の通知書写し

執行の対象と
なる遺言書１
通につき
８００円

８４円×１０
合計８４０円
（申立人が遺言執行
者候補者の場合は、８
４円×５）
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ １０５項
遺言執行者に対す
る報酬付与

相続を開始した地
（法209Ⅰ）

①遺言書により指定された遺言執行者の場合、遺言者の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸
籍）謄本（全部事項証明書）（申立先の家庭裁判所に遺言書の検認事件の記録が保存されている場
合（検認から５年間保存）は添付不要）
②遺言書により指定された遺言執行者の場合、申立人（遺言執行者）の住民票又は戸籍附票
③遺言書により指定された遺言執行者の場合、遺言書写し又は遺言書の検認調書謄本の写し（申
立先の家庭裁判所に遺言書の検認事件の記録が保存されている場合（検認から５年間保存）は添
付不要）
④遺言執行報告書、遺産目録、遺産に関する資料

遺言執行者１
名につき
８００円

８４円×１
（審判書謄本を裁判所
で受領希望の場合は
不要）

第１ １０６項 遺言執行者解任
相続を開始した地
（法209Ⅰ）

※申立先の家庭裁判所に遺言書の検認事件の記録が保存されている場合（検認から５年間保存）
は、戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本及び遺言書写し・遺言書の検認調書謄本写しの添付は不要で
す。
①遺言書により指定された遺言執行者の場合、遺言者の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸
籍）謄本（全部事項証明書）
②遺言書により指定された遺言執行者の場合、遺言執行者の住民票又は戸籍附票
③遺言書により指定された遺言執行者の場合、遺言書写し又は遺言書の検認調書謄本の写し
④利害関係人からの申立ての場合、利害関係を証する資料
⑤解任を必要とすることを証する資料
⑥遺言者の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑦相続人全員の戸籍謄本（全部事項証明書）、相続関係図（作成可能な場合）、相続人が相続放棄・
限定承認をしている場合、各申述受理証明書
⑧遺言者の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生時
から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

【相続人が（配偶者と）第二順位相続人（直系尊属）の場合】
⑨死亡している直系尊属（相続人と同じ代及び下の代の直系尊属に限る（例：相続人が祖母の場
合、父母と祖父））がある場合、その直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全
部事項証明書）
　
【相続人が不存在の場合、配偶者のみの場合又は（配偶者と）第三順位相続人（兄弟姉妹及びその
代襲者としてのおいめい）の場合】
⑩遺言者の父母の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明
書）
⑪遺言者の直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑫死亡している兄弟姉妹がある場合、その兄弟姉妹の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除
籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑬代襲者としてのおいめいに死亡している者がある場合、そのおいめいの死亡の記載のある戸籍
（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

★法定相続情報一覧図の写しを提出する場合は、原則として、同一覧図に記載された方の戸籍謄
本、除籍謄本及び改製原戸籍謄本の提出は必要ありません。ただし、裁判官の判断により、追加書
類の提出をお願いすることがあります。
《法定相続情報証明制度については法務局ウェブサイトをご覧ください。》

遺言執行者１
名につき
８００円

５００円×４
１００円×１
８４円×（相続人数＋
５）
１０円×２０
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ １０７項
遺言執行者辞任
許可

相続を開始した地
（法209Ⅰ）

①遺言書により指定された遺言執行者の場合、遺言者の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸
籍）謄本（全部事項証明書）（申立先の家庭裁判所に遺言書の検認事件の記録が保存されている場
合（検認から５年間保存）は添付不要）
②遺言書により指定された遺言執行者の場合、申立人（遺言執行者）の住民票又は戸籍附票
③遺言書により指定された遺言執行者の場合、遺言書写し又は遺言書の検認調書謄本の写し（申
立先の家庭裁判所に遺言書の検認事件の記録が保存されている場合（検認から５年間保存）は添
付不要）

遺言執行者１
名につき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ １０８項
（負担付遺贈の）
遺言の取消し

相続を開始した地
（法209Ⅰ）

※申立先の家庭裁判所に遺言書の検認事件の記録が保存されている場合（検認から５年間保存）
は、戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本及び遺言書写し・遺言書の検認調書謄本写しの添付は不要で
す。
   もし、申立前に入手が不可能な戸籍等がある場合は、その戸籍等は、申立後に追加提出すること
でも差し支えありません。
【共通】
①申立人（相続人）の戸籍謄本（全部事項証明書）
②遺言書写し又は遺言書の検認調書謄本の写し
③催告書写し
④受遺者の住民票又は戸籍附票
⑤受益者の住民票又は戸籍附票

【申立人が配偶者又は第一順位相続人（子及びその代襲者）の場合】
⑥被相続人の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑦申立人が代襲者（孫、ひ孫等）の場合、被代襲者（本来の相続人）の死亡の記載のある戸籍（除
籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

【申立人が第二順位相続人（直系尊属）の場合】
⑥被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑦被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生
時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑧死亡している直系尊属（相続人より下の代の直系尊属に限る（例：相続人が祖母の場合、父母））
がある場合、その直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
　
【申立人が第三順位相続人（兄弟姉妹及びその代襲者としてのおいめい）の場合】
⑥被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑦被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生
時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑧被相続人の直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑨申立人が代襲相続人（おいめい）の場合、被代襲者（本来の相続人）の死亡の記載のある戸籍（除
籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

★法定相続情報一覧図の写しを提出する場合は、原則として、同一覧図に記載された方の戸籍謄
本、除籍謄本及び改製原戸籍謄本の提出は必要ありません。ただし、裁判官の判断により、追加書
類の提出をお願いすることがあります。
《法定相続情報証明制度については法務局ウェブサイトをご覧ください。》

負担付き遺
贈ごとに
８００円

５００円×４
１００円×２
８４円×５
１０円×２０
２円×１０

合計２８４０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ １０９項
遺留分を算定する
場合における鑑定
人の選任

相続が開始した地

①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②被相続人の出生時から死亡時までの戸籍謄本（全部事項証明書）

被相続人１名
につき
８００円

８４円×５
１０円×５

合計４７０円

第１ １１０項 遺留分放棄許可
被相続人の住所地
（法216Ⅰ②）

①被相続人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
③被相続人の財産目録 申立人１名に

つき
８００円

８４円×８
１０円×６

合計７３２円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ １２２項 氏の変更許可
申立人の住所地（法
226①）

①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②氏の変更の理由を証する資料
　【婚氏続称や縁氏続称をした申立人が婚姻前の氏や縁組前の氏に戻ることを求める場合】
　　　父母欄の両親の氏が異なる場合などに、婚姻前（養子縁組前）の申立人の戸籍（除籍、改製原
戸籍）謄本
　【外国人の配偶者の氏への変更の場合】
　　　外国人の配偶者の住民票
　【外国人の配偶者の通称氏への変更の場合】
　　　外国人の配偶者の住民票、申立人がその氏を通称として永年使用している場合は、その使用
状況が分かる資料、使用していない場合は、配偶者が通称として永年使用していることが分かる資
料、配偶者の使用状況が分かる資料がない場合は、配偶者作成の上申書(通称使用の開始時期
（○○年○月頃から「○○」の氏を使用している旨）が記載され、日付、署名、押印のある書類。適宜
の書式で構いません。)
③同一戸籍内にある１５歳以上の者の同意書（筆頭者の氏が「○○」と変更されることにより、自分の
氏も「○○」と変更されることに同意する旨が記載され、日付、署名、押印のある書類。適宜の書式で
構いません。）

申立書ごとに
（ただし、外国
人である父又
は母の氏へ
変更する場
合は、申立人
１名につき）
８００円

５００円×２
１００円×１
８４円×６
１０円×１０
２円×２

合計１７０８円

（夫婦連名の申立ての
場合）
５００円×４
１００円×２
８４円×６
１０円×２０
２円×１０

合計２９２４円

第１ １２２項 名の変更許可
申立人の住所地（法
226①）

①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②名の変更の理由を証する資料
　【通称名を永年使用したことを理由とする場合】
　　  通称名を永年使用していることが分かる資料
　【性同一性障害及び通称名を使用したことを理由とする場合】
　　  精神科の医師の診断書、通称名を使用していることが分かる資料

申立人１名に
つき
８００円

５００円×２
１００円×１
８４円×６
１０円×２

合計１６２４円

第１ １２３項 就籍許可
就籍しようとする地
（法226②）

①住民登録がされている場合、申立人の住民票
②申立人の写真（正面全体、顔正面、顔両側面）４枚程度
③申立人が日本国民であることを証する資料

申立人１名に
つき
８００円

５００円×２
３５０円×２
１００円×１
８４円×１０
１０円×１０
２円×５
合計２７５０円

22



事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ １２４項 戸籍の訂正許可
訂正すべき戸籍の
ある地（法226③）

①訂正すべき戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）すべて
②申立人が訂正すべき戸籍に記載されていない場合、申立人の利害関係を証する資料（申立人の
戸籍謄本（全部事項証明書）等）

戸籍を訂正さ
れる者１名に
つき
８００円
（ただし、戸籍
を訂正される
者が２名以上
でも訂正原因
が共通のもの
は、８００円）

５００円×２
３５０円×２
１００円×１
８４円×８
１０円×１０
２円×５
合計２５８２円

（夫婦連名の申立ての
場合）
５００円×４
３５０円×２
１００円×２
８４円×８
１０円×２０
２円×１０
合計３７９２円

第１ １２５項
市町村長の処分に
対する不服

市役所（区役所）又
は町村役場の所在
地（法226③）

①事件関係人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②届出の受理・不受理等の証明書

不服の対象
である処分ご
とに
８００円

５００円×４
１００円×１
８４円×５
１０円×２０
２円×５

合計２７３０円

第１ １２６項
性別の取扱いの変
更

申立人の住所地（法
232Ⅰ）

①申立人の出生時から現在までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
②所定の事項の記載のある２人以上の医師による診断書

申立人１名に
つき
８００円

５００円×２
３５０円×２
１００円×１
８４円×５
１０円×１０
２円×５

合計２３３０円

第１ １２７項
児童の福祉施設
収容の承認

児童の住所地（法
234）

①未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②親権者の戸籍謄本（全部事項証明書）
③資格証明書（児童相談所の所長の証明）
④施設収容が必要である理由についての資料 児童１名につ

き
８００円

５００円×４
１００円×５
８４円×１０
１０円×２５
２円×１０

合計３６１０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ １２８項
児童の福祉施設
収容の期間の更
新についての承認

児童の住所地（法
234）

①未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②親権者の戸籍謄本（全部事項証明書）
③資格証明書（児童相談所の所長の証明）
④措置を継続しなければならないことの資料 児童１名につ

き
８００円

５００円×４
１００円×５
８４円×１０
１０円×２５
２円×１０

合計３６１０円

第１
１２８の
２項

児童相談所長又
は都道府県知事
の引き続いての一
時保護についての
承認

児童の住所地（法
234）

①未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②親権者の戸籍謄本（全部事項証明書）

児童１名につ
き
８００円

５００円×４
１００円×５
８４円×１０
１０円×２５
２円×１０

合計３６１０円

第１ １２９項
被保護者の施設
への入所等につい
ての許可

被保護者の住所地
（法２４０Ⅰ）

①被保護者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②被保護者の住民票
③申立ての動機などを説明する事情説明書等

被保護者１名
につき
８００円

５００円×４
１００円×５
８４円×１０
１０円×２５
２円×１０

合計３６１０円

第１

１３０項
(扶養
義務者
の指定
につき
８４項）

保護者選任、保護
者の順位変更（心
神喪失等の状態で
重大な他害行為を
行った者の医療及
び観察等に関する
法律２３条の２第２
項ただし書及び同
項第４号）

心神喪失等の状態
で重大な他害行為
を行った者の医療
及び観察等に関す
る法律２条２項に規
定する対象者の住
所地

①対象者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②保護者候補者の戸籍謄本（全部事項証明書）

（保護者の順位変更と選任の申立ては、２件として立件する）

対象者１名に
つき
８００円

（保護者の順
位変更と選任
を求める場
合）
８００円×２

５００円×２
８４円×３
１０円×１０
２円×２
合計１３５６円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第１ １３０項 保護者改任
保護者選任の審判
をした家庭裁判所

①対象者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②保護者候補者の戸籍謄本（全部事項証明書）
③保護者候補者の承諾書
④改任を必要とする資料（保護者の診断書等）
⑤保護者が選任された審判書謄本の写し 不要

８４円×３

合計２５２円

第１ １３１項

破産法６１条１項
前段において準用
する民法７５８条２
項及び３項による
財産の管理者の
変更及び共有財
産の分割

夫又は妻の住所地
（法242①）

※もし、申立前に入手が不可能な住民票等がある場合は、その住民票等は、申立後に追加提出す
ることでも差し支えありません。
①夫婦の戸籍謄本（全部事項証明書）
②申立人の住民票又は戸籍附票
③相手方の住民票又は戸籍附票
④夫婦財産契約登記簿謄本（登記事項証明書）
⑤破産手続開始決定謄本
⑥財産に関する資料（不動産登記事項証明書等）

申立書ごとに
８００円

８４円×１０
１０円×５

合計８９０円

第１ １３２項

破産法６１条１項
後段において準用
する民法８３５条の
管理権の喪失（親
権者破産）

子の住所地（法242
②）

①子の戸籍謄本（全部事項証明書）
②事件本人（親権者）の戸籍謄本（全部事項証明書）
③破産手続開始決定謄本 子１名につき

８００円
（ただし、親権
者２名の場合
は、１６００
円）

５００円×４
３５０円×２
１００円×２
８４円×１５
１０円×１０
２円×１０
合計４２８０円

第１ １３３項

破産法２３８条２項
による（破産管財
人による）相続の
放棄の承認の申
述の受理

相続が開始した地
（法242③）

①破産管財人の資格証明書

相続の放棄
をした者１名
につき
８００円

８４円×５

合計４２０円
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第１ １３４項

遺留分の算定に係
る合意の許可（中
小企業における経
営の承継の円滑
化に関する法律８
条１項）

中小企業における
経営の承継の円滑
化に関する法律3Ⅱ
の旧代表者の住所
地（法243Ⅰ）

【共通】
①経済産業大臣の作成に係る確認証明書（確認書ではないので注意が必要です。）
②合意書面のコピーを推定相続人（申立人並びに被相続人の兄弟姉妹及びおいめいを除く。）の人
数分の通数
※戸籍は、経済産業省から還付されたもので差し支えありません。
③旧代表者の出生時から現在までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
④推定相続人全員の戸籍謄本（全部事項証明書）
⑤旧代表者の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生
時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

【推定相続人に第二順位相続人（直系尊属）が含まれている場合】
⑥推定相続人が父母の場合で、父母の一方が死亡しているときは、その死亡の記載のある戸籍（又
は除籍、改製原戸籍）の謄本（全部事項証明書）
⑦推定相続人が祖父母、曾祖父母の場合は、他に死亡している直系尊属（ただし、推定相続人と同
じ代及び下の代の直系尊属に限る。）があるときは、その直系尊属（例：祖母が推定相続人である場
合、祖父と父母）の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

★➄⑥➆について、法定相続情報一覧図の写しを提出する場合は、原則として、同一覧図に記載さ
れた方の戸籍謄本、除籍謄本及び改製原戸籍謄本の提出は必要ありません。ただし、裁判官の判
断により、追加書類の提出をお願いすることがあります。
《法定相続情報証明制度については法務局ウェブサイトをご覧ください。》

許可の対象と
なる合意ごと
に
８００円

１１９４円×（申立人を
除く推定相続人数）
８４円×（推定相続人
数×２＋５）
１０円×（推定相続人
数）
（ただし、左記の合意
書面のコピーが５０グ
ラムを超える場合は、
５６円×（推定相続人
数）を追加）
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第２ １項
夫婦同居、協力、
扶助

【調停】
相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

【審判】
夫又は妻の住所地
（法150①）
又は
当事者の合意（法66
Ⅰ）

①夫婦の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

第２ ２項 婚姻費用の分担

【調停】
相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

【審判】
夫又は妻の住所地
（法150③）
又は
当事者の合意（法66
Ⅰ）

①夫婦の戸籍謄本（全部事項証明書）
②申立人の収入関係の資料（源泉徴収票、給料明細、確定申告書等の写し）
③婚姻費用分担金増額・減額の場合、審判書、調停調書又は公正証書の写し
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

27



事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第２ ３項

子の監護に関する
処分（子の監護者
の指定、面会交
流、養育費、子の
引渡し、その他）

【調停】
相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

【審判】
子（複数の子につい
ての申立ては、その
うちの１人）の住所
地（法150④）
又は
当事者の合意（法66
Ⅰ）

①未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書）
②養育費の請求の場合、申立人の収入関係の資料（源泉徴収票、給料明細、確定申告書等の写し）
③養育費増額・減額の場合、審判書、調停調書又は公正証書の写し
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

子１名につき
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

【調停】
相手方の住所地
又は
当事者の合意（法
245Ⅰ）

【審判】
夫又は妻であった
者の住所地（法150
⑤）
又は
当事者の合意（法66
Ⅰ）

申立書ごとに
１２００円

第２ ４項 財産分与

①離婚時の夫婦の戸籍謄本（離婚により夫婦の一方が除籍された記載のあるもの）
②財産目録
③財産に関する資料（不動産登記事項証明書、固定資産評価証明書、預貯金通帳写し（残高証明
書でも可）、株式等有価証券写し又は保護預かり証写し等）
（上記書類のほか、相手方人数分の申立書、財産目録の各写しを提出してください。）
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第２ ５、６項

離婚、離縁等の場
合における葬具等
の所有権の承継
者の指定

【調停】
相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

【審判】
祭祀財産の所有者
の住所地（法150Ⅵ
163Ⅰ）又は
当事者が合意（法66
Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）

明書）

離婚等の場合のみ、③相続人全員の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

第２ ７項
離縁後に親権者と
なるべき者の指定

【調停】
相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

【審判】
子の住所地（法167）
又は
当事者の合意（法66
Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）
③未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方人数分の申立書の写しを提出してください。）

養子１名につ
き
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第２ ８項
親権者変更、親権
者指定

【調停】
相手方の住所地を
管轄する家庭裁判
所
又は
当事者が合意（法
245Ⅰ）

【審判】
子（複数の子につい
ての申立ては、その
うちの１人）の住所
地（法167）
又は
当事者の合意（法66
Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）
③未成年者の戸籍謄本（全部事項証明書）
④親権者行方不明による審判申立ての場合は、相手方の戸籍附票
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

子１名につき
１２００円

（審判）
５００円×４（２）
８４円×１０
１００円×４（２）
５０円×２（１）
１０円×１０
２円×４（２）
（親権者死亡・行方不
明の場合は、
（　）の枚数）
合計３４４８円（２１９４
円）

（調停）
８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

第２
９項
１０項

扶養

【調停】
相手方の住所地
又は
当事者の合意（法
245Ⅰ）

【審判】
相手方（数人に対す
る申立ては、そのう
ちの１人）の住所地
（法182Ⅲ）
又は
当事者の合意（法66
Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）
③扶養義務者が他の扶養義務者を相手方とする場合、扶養権利者の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

扶養権利者１
名につき
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第２ １１項
祭祀に関する権利
の承継者の指定

【調停】
相手方の住所地
又は
当事者の合意（法
245Ⅰ）

【審判】
相続が開始した地
（法190Ⅰ）
又は
当事者の合意（法66
Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍等がある場合は、その戸籍等は、申立後に追加提出すること
でも差し支えありません。
【共通】
①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）
③被相続人の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
④相続人全員の戸籍謄本（全部事項証明書）
⑤被相続人の子（及びその代襲者）で死亡している者がある場合、その子（及びその代襲者）の出生
時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑥祭祀財産の目録
⑦財産に関する証明書（不動産登記事項証明書、墓地の使用権の証明書等）

【相続人が（配偶者と）第二順位相続人（直系尊属）の場合】
⑧死亡している直系尊属（相続人と同じ代及び下の代の直系尊属に限る（例：相続人が祖母の場
合、父母と祖父））がある場合、その直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全
部事項証明書）

【相続人が配偶者のみの場合又は（配偶者と）第三順位相続人（兄弟姉妹及びその代襲者としての
おいめい）の場合】
⑧被相続人の父母の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証
明書）
⑨被相続人の直系尊属の死亡の記載のある戸籍（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑩死亡している兄弟姉妹がある場合、その兄弟姉妹の出生時から死亡時までのすべての戸籍（除
籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）
⑪代襲者としてのおいめいに死亡している者がある場合、そのおいめいの死亡の記載のある戸籍
（除籍、改製原戸籍）謄本（全部事項証明書）

（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

第２ １６項
請求すべき按分割
合（離婚時年金分
割の割合）

【調停】
相手方の住所地
又は
当事者の合意（法
245Ⅰ）

【審判】
申立人又は相手方
の住所地（法233Ⅰ）
又は
当事者の合意（法66
Ⅰ）

①年金分割のための情報通知書（離婚日が記載されたもの、申立書には別紙として年金分割のため
の情報通知書の写しを添付してください。）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書（別紙を含む）の写しを提出してください。）

情報通知書１
通につき
１２００円
（審判申立て
の場合、確定
証明書交付
申請用に１５
０円を追加）

（審判）
５００円×４
８４円×８
１００円×４
１０円×１０
２円×４

合計３１８０円

（調停）
８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

第２ １７項

扶養義務者の負
担すべき費用額の
確定（生活保護法
等）

【調停】
相手方の住所地
又は
当事者の合意（法
245Ⅰ）

【審判】
扶養義務者の住所
地（法240Ⅱ）
又は
当事者の合意（法66
Ⅰ）

①相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）
②被保護者の戸籍謄本（全部事項証明書）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円
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事件名 管轄 申立添付書類 収入印紙 郵便切手種別

夫婦関係円満調
整

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

①夫婦の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

離婚

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

①夫婦の戸籍謄本（全部事項証明書）
②年金分割割合についての申立てが含まれている場合は、年金分割のための情報通知書（申立書
には別紙として年金分割のための情報通知書の写しを添付してください。）

（相手方の人数分の申立書（別紙を含む）の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円
（ただし、１通
の申立書に
離婚及び離
縁の申立て
が含まれてい
る場合は、２
４００円）

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

内縁関係円満調
整

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

申立ての段階では、特になし
（相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

内縁関係解消

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

申立ての段階では、特になし
（年金分割割合についての申立てが含まれている場合は、年金分割のための情報通知書（申立書に
は別紙として年金分割のための情報通知書の写しを添付してください。））

（相手方の人数分の申立書（別紙を含む）の写しを提出してください。） 申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

一般調停

一般調停

一般調停

一般調停
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婚姻予約（履行請
求）

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

申立ての段階では、特になし
（相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

慰謝料

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

申立ての段階では、特になし
（相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

離婚後の紛争調
整

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

申立ての段階では、特になし
（相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

親族間の紛争調
整

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

申立ての段階では、特になし
（相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円
（当事者が５名を超え
る場合は、１名増える
ごとに８４円×１、１０
円×１を追加）

一般調停

一般調停

一般調停

一般調停
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離縁

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①養親の戸籍謄本（全部事項証明書）
②養子の戸籍謄本（全部事項証明書）
③養子が未成年の場合、離縁後に親権者となる者の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円
（ただし、１通
の申立書に
離婚及び離
縁の申立て
が含まれてい
る場合は、２
４００円）

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円
（当事者が５名を超え
る場合は、１名増える
ごとに８４円×１、１０
円×１を追加）

特有財産の返還、
引渡し

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

申立ての段階では、特になし
（相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

遺産に関する紛争
調整

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍等がある場合は、その戸籍等は、申立後に追加提出すること
でも差し支えありません。
①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）
③被相続人の戸籍（又は除籍）謄本（全部事項証明書）
④不動産登記事項証明書
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円
（当事者が５名を超え
る場合は、１名増える
ごとに８４円×１、１０
円×１を追加）

遺産分割後の紛
争調整

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍等がある場合は、その戸籍等は、申立後に追加提出すること
でも差し支えありません。
①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）
③被相続人の戸籍（又は除籍）謄本（全部事項証明書）
④不動産登記事項証明書
⑤遺産分割協議書、審判書又は調停調書の写し
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

申立書ごとに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円
（当事者が５名を超え
る場合は、１名増える
ごとに８４円×１、１０
円×１を追加）

一般調停

一般調停

一般調停

一般調停
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婚姻無効

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

①夫婦の戸籍謄本（全部事項証明書）
②婚姻届の記載事項証明書
③利害関係人からの申立ての場合、利害関係を証する資料（親族の場合、戸籍謄本（全部事項証明
書）等）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

婚姻取消し

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

①夫婦の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

協議離婚無効

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）
③利害関係人からの申立ての場合、利害関係を証する資料（親族の場合、戸籍謄本（全部事項証明
書）等）
④離婚届の記載事項証明書
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

協議離婚取消し

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

２７７条

２７７条

２７７条

２７７条
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養子縁組無効

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

①養親の戸籍謄本（全部事項証明書）
②養子の戸籍謄本（全部事項証明書）
③利害関係人からの申立ての場合、利害関係を証する資料（親族の場合、戸籍謄本（全部事項証明
書）等）
④養子縁組届の記載事項証明書
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

養子縁組取消し

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

①養親の戸籍謄本（全部事項証明書）
②養子の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。） 確認又は形

成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

協議離縁無効

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①養親の戸籍謄本（全部事項証明書）
②養子の戸籍謄本（全部事項証明書）
③利害関係人からの申立ての場合、利害関係を証する資料（親族の場合、戸籍謄本（全部事項証明
書）等）
④養子離縁届の記載事項証明書
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

協議離縁取消し

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

２７７条

２７７条

２７７条

２７７条
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父の確定

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①子の戸籍謄本（全部事項証明書）（出生届未了の場合、子の出生証明書写し）
②母及び母の配偶者の戸籍謄本(全部事項証明書）
③母の前配偶者の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

８４円×１０
１００円×２
１０円×１０
２円×１０

合計１１６０円

嫡出否認

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①申立人の戸籍謄本（全部事項証明書）
②子の戸籍謄本（全部事項証明書）（出生届未了の場合、子の出生証明書写し及び母の戸籍謄本
（全部事項証明書）が必要）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

５００円×４
８４円×１０
１００円×４
５０円×２
１０円×１０
２円×１０

合計３４６０円

認知

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①子の戸籍謄本（全部事項証明書）
②相手方の戸籍謄本（全部事項証明書）
③離婚後３００日以内に出生した出生届未了の子に関する申立ての場合、子の出生証明書写し及び
母の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

５００円×４
８４円×１０
１００円×４
５０円×２
１０円×１０
２円×１０

合計３４６０円

認知無効

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①子の戸籍謄本（全部事項証明書）
②認知者の戸籍謄本（全部事項証明書）
③利害関係人からの申立ての場合、利害関係を証する資料（親族の場合、戸籍謄本（全部事項証明
書）等）
④認知届の記載事項証明書
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

５００円×４
８４円×１０
１００円×４
５０円×２
１０円×１０
２円×１０

合計３４６０円

２７７条

２７７条

２７７条

２７７条
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２７７
条

認知取消し

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①子の戸籍謄本（全部事項証明書）
②認知者の戸籍謄本（全部事項証明書）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

５００円×４
８４円×１０
１００円×４
５０円×２
１０円×１０
２円×１０

合計３４６０円

２７７
条

親子関係不存在
確認

相手方の住所地
又は
当事者の合意
（法245Ⅰ）

※もし、申立前に入手が不可能な戸籍がある場合は、その戸籍は、申立後に追加提出することでも
差し支えありません。
①子の戸籍謄本（全部事項証明書）（出生届未了の場合、子の出生証明書写し及び母の戸籍謄本
（全部事項証明書）が必要）
②不存在確認を求める親の戸籍謄本（全部事項証明書）
③利害関係人からの申立ての場合、利害関係を証する資料（親族の場合、戸籍謄本（全部事項証明
書）等）
（上記書類のほか、相手方の人数分の申立書の写しを提出してください。）

確認又は形
成の対象とな
る身分関係ご
とに
１２００円

５００円×４
８４円×１０
１００円×４
５０円×２
１０円×１０
２円×１０

合計３４６０円

家事
雑

（家ロ）
扶養義務等に係る
金銭債務について
の間接強制申立て

債務名義に係る事
件又はその第一審
事件が当庁に係属
していたもの（民執

Ⅵ）

申立書ごとに
２０００円

５００円×６
１００円×６
８４円×５
５０円×５
２０円×１０
１０円×１０
２円×１０

合計４５９０円

家事
雑

（家ロ）
子の引渡しについ
ての間接強制申立
て

債務名義に係る事
件又はその第一審
事件が当庁に係属
していたもの（民執

申立書ごとに
２０００円

５００円×６
１００円×６
８４円×５
５０円×５
２０円×１０
１０円×１０
２円×１０

合計４５９０円
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家事
雑

（家ロ）
執行官に子の引渡
しを実施させる決
定申立て

債務名義に係る事
件又はその第一審
事件が当庁に係属
していたもの（民執

【共通】

⑥間接強制決定謄本又は正本、⑦確定証明書、⑧間接強制決定の主文が履行期限を告知日から
起算する場合はその送達証明書

⑥上記Ⅱ又はⅢの事実を裏付ける資料

※不服申立ては執行抗告（抗告期間は告知日から１週間、抗告理由提出は抗告状提出から１週間
以内）

申立書ごとに
２０００円

５００円×４
１００円×４
８４円×１０
５０円×２
１０円×１５
２円×４

合計３４９８円

家事
雑

（家ロ）
子の引渡実施の
強制執行費用支
払の申立て

引渡実施決定事件
の執行裁判所

※不服申立ては執行抗告（抗告期間は告知日から１週間、抗告理由提出は抗告状提出から１週間
以内）

申立書ごと
不要

不要（引渡実施決定
事件と同時に扱うた
め）

第三者の占有する
場所での執行の許
可申立て

引渡実施決定事件
の執行裁判所

※不服申立ては執行異議 申立書ごと
５００円

８４円×１

債権者代理人の
出頭の下での執行
を認める決定申立
て

引渡実施決定事件
の執行裁判所

※不服申立ては執行異議
申立書ごと
５００円

８４円×１家事雑（家ロ）

家事雑（家ロ）
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